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本節では、わが国の安全保障を確保する方策、憲法と自衛権の関係、防衛政策の基本について説明する。

平和や安全は、国民が安心して生活し、国が発展と繁

栄を続けていく上で不可欠である。また、一国の独立は、

国が政治、経済、社会のあり方を自ら決定し、その文化、

伝統や価値観を保つため、守らねばならないものである。

平和と安全、独立は、願望するだけでは確保できない。

ますます相互依存関係を深めている国際社会の現状を踏

まえ、自らの防衛力とともに、外交努力、同盟国との協

力などさまざまな施策を総合的に講じることで初めて確

保できるものである。特に、資源の海外依存度が高く、

自由貿易に発展と繁栄の基盤を置くわが国にとっては、

国際社会の平和と協調の維持が極めて重要である。

わが国は、日米同盟1関係をはじめとする二国間の協力

関係を強化しつつ、アジア太平洋地域での地域的協力や

国際連合（国連）への地球的規模の協力などを積極的に

進め、紛争・対立の防止や解決、経済の発展、軍備管

理・軍縮の促進、相互理解と信頼関係の増進などを図っ

ている。

また、わが国は、国内においても、国民生活を安定さ

せ、国民の国を守る気概の充実を図り、侵略を招くよう

な隙
すき

を生じさせないよう経済、教育などの分野において

さまざまな施策を講じ、安全保障基盤の確立を図ってい

る。

しかし、国際社会の現実を見れば、これらの非軍事的

手段による努力のみでは、必ずしも外部からの侵略を未

然に防止できず、また、万一侵略を受けた場合にこれを

排除することもできないため、国の安全を確保すること

は困難である。

防衛力は、侵略を排除する国家の意思と能力を表す安

全保障の最終的担保であり、その機能はほかのいかなる

手段によっても代替し得ない。このことから、政府は、

防衛力の適切な整備を進めるとともに、日米安全保障体

制（日米安保体制）を堅持し、その信頼性を向上させて

隙のない防衛態勢をとっている。さらに防衛力は、平和

維持活動や復興支援など、国際的な安全保障環境を改善

してわが国に脅威が及ばないようにする努力という観点

からも、その果たす役割の重要性は増してきている。

わが国は、安全保障における防衛力の重要な役割を認

識しつつ、さまざまな分野における努力を尽くし、わが

国の安全を確保するとともに、アジア太平洋地域、ひい

ては世界の平和と安全の達成を図るものである。
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防衛の基本的考え方第1節

平成17年度防衛大学校卒業式において�
卒業生と握手する小泉総理�

1）日米同盟という場合、一般的には、日米安保体制を基盤として、日米両国がその基本的価値および利益をともにする国として、安全保障面をはじめ、政治お
よび経済の各分野で緊密に協調・協力していくような関係を表現するものであり、そのような意味として用いる。



1 憲法と自衛権
わが国は、第二次世界大戦後、再び戦争の惨禍を繰り

返すことのないよう決意し、平和国家の建設を目指して

努力を重ねてきた。恒久の平和は、日本国民の念願であ

る。この平和主義の理想を掲げる日本国憲法は、第９条

に戦争放棄、戦力不保持、交戦権の否認に関する規定を

置いている。もとより、わが国が独立国である以上、こ

の規定は、主権国家としての固有の自衛権を否定するも

のではない。

資料8（P333）

政府は、このようにわが国の自衛権が否定されない以

上、その行使を裏付ける自衛のための必要最小限度の実

力を保持することは、憲法上認められると解している。

このような考えに立ち、わが国は、日本国憲法の下、専

守防衛をわが国の防衛の基本的な方針として実力組織と

しての自衛隊を保持し、その整備を推進し、運用を図っ

てきている。

2 憲法第9条の趣旨についての政府見解

（1）保持し得る自衛力
わが国が憲法上保持し得る自衛力は、自衛のための必

要最小限度のものでなければならないと考えている。

その具体的な限度は、その時々の国際情勢、軍事技術

の水準その他の諸条件により変わり得る相対的な面を有

し、毎年度の予算などの審議を通じて国民の代表者であ

る国会において判断される。憲法第９条第２項で保持が

禁止されている「戦力」にあたるか否かは、わが国が保

持する全体の実力についての問題であって、自衛隊の

個々の兵器の保有の可否は、それを保有することで、わ

が国の保持する実力の全体がこの限度を超えることとな

るか否かにより決められる。

しかし、個々の兵器のうちでも、性能上専ら相手国国

土の壊滅的な破壊のためにのみ用いられる、いわゆる攻

撃的兵器を保有することは、直ちに自衛のための必要最

小限度の範囲を超えることとなるため、いかなる場合に

参照 ＞

も許されない。たとえば、大陸間弾道ミサイル（ICBM）、

長距離戦略爆撃機、攻撃型空母の保有は許されないと考

えている。

（2）自衛権発動の要件
憲法第９条の下で認められる自衛権の発動としての武

力の行使について、政府は、従来から、

①　わが国に対する急迫不正の侵害があること

② この場合にこれを排除するためにほかの適当な手段

がないこと

③ 必要最小限度の実力行使にとどまるべきこと

という三要件に該当する場合に限られると解している。

（3）自衛権を行使できる地理的範囲
わが国が自衛権の行使としてわが国を防衛するため必

要最小限度の実力を行使できる地理的範囲は、必ずしも

わが国の領土、領海、領空に限られないが、それが具体

的にどこまで及ぶかは、個々の状況に応じて異なるので、

一概には言えない。

しかし、武力行使の目的をもって武装した部隊を他国

の領土、領海、領空に派遣するいわゆる海外派兵は、一

般に自衛のための必要最小限度を超えるものであり、憲

法上許されないと考えている。

（4）集団的自衛権
国際法上、国家は、集団的自衛権、すなわち、自国と

密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が直接

攻撃されていないにもかかわらず、実力をもって阻止す

る権利を有するとされている。わが国は、主権国家であ

る以上、国際法上、当然に集団的自衛権を有しているが、

これを行使して、わが国が直接攻撃されていないにもか

かわらず他国に加えられた武力攻撃を実力で阻止するこ

とは、憲法第９条の下で許容される実力の行使の範囲を

超えるものであり、許されないと考えている。

資料9（P333）参照 ＞
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Intercontinental Ballistic Missile



（5）交戦権
憲法第９条第２項では、「国の交戦権は、これを認め

ない。」と規定しているが、ここでいう交戦権とは、戦

いを交える権利という意味ではなく、交戦国が国際法上

有する種々の権利の総称であって、相手国兵力の殺傷と

破壊、相手国の領土の占領などの権能を含むものである。

他方、自衛権の行使にあたっては、わが国を防衛する

ための必要最小限度の実力を行使することは当然のこと

として認められており、たとえば、わが国が自衛権の行

使として相手国兵力の殺傷と破壊を行う場合、外見上は

同じ殺傷と破壊であっても、それは交戦権の行使とは別

の観念のものである。ただし、相手国の領土の占領など

は、自衛のための必要最小限度を超えるものと考えられ

るので、認められない。

1 国防の基本方針
わが国が憲法の下で進めている防衛政策は、57（昭和

32）年に国防会議1と閣議で決定された「国防の基本方針」

にその基礎を置いている。

資料10（P333）

この「国防の基本方針」は、まず、国際協調など平和

への努力の推進と民生安定などによる安全保障基盤の確

立を、次いで効率的な防衛力の整備と日米安保体制を基

調とすることを基本方針として掲げている。

2 その他の基本政策
「国防の基本方針」を受けて、これまでわが国は、憲

法の下、専守防衛に徹し、他国に脅威を与えるような軍

事大国とならないとの基本理念に従い、日米安保体制を

堅持するとともに、文民統制を確保し、非核三原則を守

りつつ、節度ある防衛力を自主的に整備してきている。

参照 ＞

（1）専守防衛
専守防衛とは、相手から武力攻撃を受けたときにはじ

めて防衛力を行使し、その態様も自衛のための必要最小

限にとどめ、また、保持する防衛力も自衛のための必要

最小限のものに限るなど、憲法の精神にのっとった受動

的な防衛戦略の姿勢をいう。

（2）軍事大国とならないこと
軍事大国という概念の明確な定義はないが、わが国が

他国に脅威を与えるような軍事大国とならないというこ

とは、わが国は自衛のための必要最小限を超えて、他国

に脅威を与えるような強大な軍事力を保持しないという

ことである。

（3）非核三原則
非核三原則とは、核兵器を持たず、作らず、持ち込ま

せずという原則を指し、わが国は国是としてこれを堅持

している。

76 平成18年版　日本の防衛

第
１
節
　
防
衛
の
基
本
的
考
え
方

第
　
　
章
2

巡閲を行う木村防衛庁副長官（青森駐屯地）�

1）昭和61年に安全保障会議に機能が引き継がれる。



なお、核兵器の製造や保有は、原子力基本法の規定で

も禁止されている2。さらに、核兵器不拡散条約（NPT）

により、わが国は非核兵器国として、核兵器の製造や取

得をしないなどの義務を負っている3。

（4）文民統制の確保
文民統制は、シビリアン・コントロールともいい、民

主主義国家における軍事に対する政治優先又は軍事力に

対する民主主義的な政治統制を指す。

わが国の場合、終戦までの経緯に対する反省もあり、

自衛隊が国民の意思によって整備・運用されることを確

保するため、旧憲法下の体制4とは全く異なり、次のよう

な厳格なシビリアン・コントロールの諸制度を採用して

いる。

国民を代表する国会が、自衛官の定数、主要組織など

を法律・予算の形で議決し、また、防衛出動などの承認

を行う。

国の防衛に関する事務は、一般行政事務として、内閣

の行政権に完全に属しており、内閣を構成する内閣総理

大臣その他の国務大臣は、憲法上文民でなければならな

いこととされている。内閣総理大臣は、内閣を代表して

自衛隊に対する最高の指揮監督権を有しており、自衛隊

の隊務を統括する防衛庁長官は、国務大臣をもって充て

られる。また、内閣には、国防に関する重要事項などを

審議する機関として安全保障会議5が置かれている。

資料68（P400）・資料71（P401）

防衛庁では、防衛庁長官が自衛隊を管理し、運営して

いる。その際、副長官と２人の長官政務官が政策と企画

について長官を助けることとされている6。

以上のように、シビリアン・コントロールの制度は整

備されているが、それが実をあげるためには、国民が防

衛に対する深い関心を持つとともに、政治・行政両面に

おける運営上の努力が引き続き必要である。

参照 ＞
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2）原子力基本法第2条「原子力の研究、開発及び利用は、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運用の下に、自主的にこれを行うものとし……」

3）NPT第2条「締約国である各非核兵器国は、……核兵器その他の核爆発装置を製造せず又はその他の方法によって取得しないこと……を約束する」

4）軍に関する事項について、内閣の統制の及び得ない範囲が広かった。

5）議員は、内閣総理大臣（議長）、内閣法第9条指定大臣（内閣総理大臣に事故のあるとき、欠けたときなどに臨時に内閣総理大臣の職務を行う予め指定され
た国務大臣）、総務大臣、財務大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、内閣官房長官、国家公安委員会委員長、防衛庁長官。本章3節1（P104）参照）

6）この他にも防衛庁長官による自衛隊の管理・運営を確実なものとするため、防衛庁長官を補佐する体制が整えられており、これらを含む自衛隊の組織につい
ては、 6章2節1（P283）参照

Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons

巡閲を行う高木防衛庁長官政務官（着任行事）�




